
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [202,689円]

類似団体内順位

[ 51/128 ]

全国市町村平均

121,478
熊本県市町村平均

116,226

(円)

500,000

400,000

300,000

200,000

100,000

0

403,846

110,007

209,402 202,689

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [89.8]

類似団体内順位

[ 20/128 ]

全国市平均

97.4
全国町村平均

93.5
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

99.0

83.7

93.1

89.8

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [15.54人]

類似団体内順位

[ 74/128 ]

全国市町村平均

8.00
熊本県市町村平均

8.50

(人)

30.00

25.00

20.00

15.00

10.00

5.00

26.63

7.71

14.53
15.54
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

球磨村
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　：　高齢化や景気低迷による基幹産業の不振などにより、税収等の自主財源が乏しい状況にある。類似団
体との比較においても下回る状況となっている。今後とも適正な財政規模による行財政運営に努め、限られた財源の効率
的な執行を図る。

経常収支比率　：　昨年に比較し、１．２％上昇し、類似団体との比較でも今年度は上回っている。主な要因としては、人件
費、福祉関係経費の増加による。「集中改革プラン」に掲げた目標を達成すべく行財政改革に取り組むと共に、人件費の
削減においても新規採用の抑制等を図り、現在比率の改善に鋭意取り組むものとする。

ラスパイレス指数　：　昨年に比較し、１％上昇しているものの類似団体のとの比較では、低い水準に位置している。今後
とも給与制度の動向等を注視し、適正な給与水準の確保に努めるものとする。

実質公債費比率　：　普通建設事業費に係る起債額が近年減少傾向にあったことにより、類似団体平均を下回っている。
今後の方針としても、起債依存の事業について適切な実施を図り、現在の水準を堅持していくこととする。

人口１人当たり地方財現在高　：　近年、大規模事業が少なかったため、現在のところ類似団体を下回っているが、昨年度に
比較すると１人当たりで約４千円の増となっている。今後、村内小学校の統廃合等の新規事業も見込まれるため、地方債で
の対応事業を抑制し、類人団体平均を上回らないように努める。

人口１，０００人当たり職員数　：　計画的な職員採用に努めてきているものの類似団体をやや上回っている。今後、団塊世
代の退職により職員数の減少が見込まれるが、新規採用においては類似団体との比較を注視しつつ定員管理の適正化に
努めたい。

人口１人当たりの人件費・物件費等決算額　：　類似団体平均に比べやや下回っている。人件費等の義務的経費の増加を
抑制しつつ効率的な行政運営により、物件費等についてもコスト削減の方向を堅持し行財政改革を進めていく方針である。


